
 

（実費精算の出張旅費等） 

【答】 

社員に支給する出張旅費、宿泊費、日当等のうち、その旅行に通常必要であると認められる

部分の金額については、課税仕入れに係る支払対価の額に該当するものとして取り扱われ、一

定の事項を記載した帳簿のみの保存で仕入税額控除が認められます（消法 30⑦、消令 49①一

ニ、消規 15の４二、基通 11－６－４）。 

この社員に対する支給には、概算払によるもののほか、実費精算されるものも含まれますの

で、実費精算に係るものであっても、その旅行に通常必要であると認められる部分の金額につ

いては、帳簿のみの保存で仕入税額控除を行うことができます。 

（注） 帳簿のみの保存で仕入税額控除が認められる「その旅行に通常必要であると認められ

る部分」については、所得税基本通達９－３に基づき判定しますので、所得税が非課税

となる範囲内で、帳簿のみの保存で仕入税額控除が認められることになります。 

（参考） 実費精算が貴社により用務先へ直接対価を支払っているものと同視し得る場合には、

通常必要と認められる範囲か否かにかかわらず、他の課税仕入れと同様、一定の事項

を記載した帳簿及び社員の方から徴求した適格請求書等の保存により仕入税額控除を

行うこととなります。 

その際、３万円未満の公共交通機関による旅客の運送など、一定の課税仕入れに当

たるのであれば、当該帳簿のみの保存で仕入税額控除が認められます（消法 30⑦、消

令 49①一イ、70の９②一）。 

 

 

  

問 107－２ 当社は、社員が出張した場合、旅費規程や日当規程に基づき出張旅費や日当を支払

っています。この際、実際にかかった費用に基づき精算を行うため、社員からは、支払の際

に受け取った適格請求書等を徴求することとしています。この実費に係る金額について、帳

簿のみの保存（従業員等に支給する通常必要と認められる出張旅費等）により仕入税額控除

を行ってもよいでしょうか。【令和６年４月追加】 


